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研究要旨 

九州・山口・沖縄地区のクロイツフェルト・ヤコブ病サーベイランス体制の実態と

課題を検討した。同地区では、都道府県によってプリオン病の調査依頼数が異なっ

ていた。正確な臨床像の把握のためには実地調査によるサーベイランスが望ましい

が、調査対象患者の増加にともない、その実施が困難になってきているのが課題で

ある。 

 

 

Ａ.研究目的 

平成 27 年の九州・山口・沖縄地区のクロイ

ツフェルト・ヤコブ病サーベイランス体制の

実態と課題を検討する。 

 

Ｂ.研究方法 

平成 26年 11月から平成 27年 10月までの

期間にクロイツフェルト・ヤコブ病サーベイ

ランス事務局より九州・山口・沖縄地区ブロ

ック担当者へ調査指示のあった症例について、

その都道府県別の症例数、調査の現状などに

ついて検討した。 

 

 (倫理面への配慮) 

調査にあたっては、患者本人または家族に

研究の同意書にを記載していただき、また、

個人が特定できないよう、匿名で調査票を記

載した。 

 

Ｃ.研究結果 

平成 26 年 11 月から平成 27 年 10 月までの

期間にクロイツフェルト・ヤコブ病サーベイ

ランス事務局より九州・山口・沖縄地区ブロ

ック担当者に調査指示がったのは、計 84 症例

であった。その都道府県別の内訳は、福岡県

38 例（45.2％）、佐賀県 6 例（7.1％）、長崎

県 6 例（7.1％）、熊本県 6 例（7.1％）、大分

県 6 例（7.1％）、宮崎県 3 例（3.6％）、鹿児

島県 11 例（13.1％）、沖縄県 5 例（6.0％）、

山口県 3 例（3.6％）であった。すなわち、福

岡県のみで全体の半数ちかくを占めた。九

州・山口・沖縄全体に占める福岡県の人口は

5,071,968/16,048,121（＝31.6％）であるこ

とより、人口の割合に比してヤコブ病調査依

頼が多かった。一方、熊本県、宮崎県、山口

県などは人口比から予想された件数よりも低

い傾向にあった（表１）。 

次に、調査依頼のソースを調べてみると、

特定疾患 2.4％、プリオン蛋白遺伝子検査

11.9％、髄液 14-3-3 蛋白等検査 78.6％、感

染症法・その他 7.1％と、圧倒的に髄液 14-3-3

蛋白等検査からの情報が多いことが明らかと

なった。 

九州・山口・沖縄地区では、ブロック担当

者が福岡県、長崎県、大分県、宮崎県、沖縄

県の 5 県（調査依頼数では 58/84＝69％）の

調査を担当、極力実地調査をしている。 

 



 

Ｄ.考察 

 今回の調査で、九州・山口・沖縄地区では、

人口比を考慮しても福岡県は調査依頼数が多

かった。福岡県の医療機関がプリオン病に対

する意識が高い可能性が考えられたが、詳細

は不明である。 

 調査依頼のソースは、プリオン病関連検査

からの情報がメインであることが明らかとな

った。特定疾患（指定難病）の情報について

は都道府県ごとの処理の温度差が大きく、少

なくとも現時点では悉皆調査のソースとして

はあまり適切でないように思われた。 

 調査の方法としては、(1) 実地訪問調査、

(2) 電話調査、(3) 主治医へ調査票を郵送、

などの方法がありえるが、実地訪問調査がも

っとも望ましい。その理由としては、検査を

してもらいたいために誇張した表現になる場

合があり、実際の臨床像とずれてくること、

検査依頼書記入時にはなかった神経徴候や脳

波上の PSD 所見などがその後に出現している

場合があること、などがある。また、主治医

が PSD 陽性、MRI 拡散強調画像における皮質

の高信号陽性、と判断していても、本当に陽

性とはいえない場合や、判断に迷う場合もし

ばしばある。このような場合はその所見を訂

正したり、その脳波や画像の実際をサーベイ

ランスで検討したりする必要がある。九州・

山口・沖縄地区のブロック担当者は福岡県ほ

か 5 県の調査を担当しているが、実地調査の

ための時間の確保が課題である。  

 

Ｅ.結論 

 九州・山口・沖縄地区では、都道府県によ

ってプリオン病の調査依頼数が異なっていた。

正確な臨床像の把握のためには実地調査によ

るサーベイランスが望ましいが、調査対象患

者の増加にともない、その実施が困難になっ

てきているのが課題である。 
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表１ 平成 27 年 都道府県別のサーベイランス調査依頼数（合計 84 例）と人口 

 

都道府県 依頼数 依頼数％ 人口 人口％ 調査担当者 

福岡県 38 45.2 5,071,968 31.6 ブロック担当者 

佐賀県 6 7.1 849,788 5.3 都道府県担当者 

長崎県 6 7.1 1,426,779 8.9 ブロック担当者 

熊本県 6 7.1 1,817,426 11.3 都道府県担当者 

大分県 6 7.1 1,196,529 7.5 ブロック担当者 

宮崎県 3 3.6 1,135,233 7.1 ブロック担当者 

鹿児島県 11 13.1 1,706,242 10.6 都道府県担当者 

沖縄県 5 6.0 1,392,818 8.7 ブロック担当者 

山口県 3 3.6 1,451,338 9.0 都道府県担当者 

 


